
はしがき 

 
日本の高等教育への公財政支出が、GDP 比の 0.5(2010 年)とイギリス、フランス、ドイ

ツの約半分の水準であることは、これまでもたびたび指摘されてきた。社会保障費の年々

の増加、東日本大震災への復興支援による政府債務総額が 1,000 兆円を超えたことを考え

ると、高等教育への公財政支出の増加は大きくは期待できない。 
 他方大学は、経済や大学自体の国際競争力強化のため、政府や産業界から質の向上を要

請されている。大学そのものも教育研究使命の遂行、そのための資金確保、学生募集活動

を優位に進める上でも、質の向上は不可欠である。つまり大学は、限られた資源で、質の

保証を進めなければならないという困難な課題に直面している。 
 以上の高等教育をめぐる状況は、日本だけに固有なものではない。アメリカ、ヨーロッ

パの先進国に多少の違いはあるものの、共通する状況といってよい。高等教育への公財政

支出が限定され、質の保証を進めるとするならば、高等教育機関は何らかの自己収入を拡

大するしかない。その一つが学生からの授業料収入である。 
 アメリカでは州政府からの交付金が削減されると、州立大学は授業料値上げでそれを補

完することが、これまでしばしば行われていた。2008 年秋の世界金融危機後の州立大学の

授業料値上げは顕著であった。ヨーロッパでは大学の授業料は、多くの国で無償が原則で

あったが、自国進学者や外国人学生の増加と政府財政の逼迫によって、授業料を徴収する

動きが顕在化している。 
 本報告書は、国際的にも大きく変動している高等教育機関の授業料の比較研究である。

第 1 部は、高等教育財政と授業料を扱った論文を集めた。そこで日本の高等教育財政と授

業料との関係を分析した。第 2 部は、2004 年に行われた国立大学法人化改革における国立

大学の財務経営の現状と課題を分析した。そして第 3 部では、外国の大学授業料の実態を

明らかにした論文をまとめた。 
 本報告書が高等教育機関の授業料に関心を持つ大学関係者、政策行政関係者、研究者、

大学院生の方々のお役にたてれば、幸いである。 
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